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北広島市職員住宅及び教職員住宅等の利活用の検討に向けたサウンディング型市場調査実施

結果の概要について 
 

令和 7 年 9 月 30 日をもって供用を廃止することが決定している市職員住宅及び教職員住
宅（若葉町 2 丁目）の効果的な利活用の検討にあたり、専門的な知見を有する民間事業者等
との対話を通じて、広くご意見・ご提案を求め、市場性の有無や民間のアイデア等を把握す
るためサウンディング型市場調査を実施しました。 
 本調査の結果を取りまとめましたので、その概要について公表します。 
 
１ 調査スケジュール 
  実施要領の公表：令和 6 年 10 月 7 日（月） 
  参 加 申 込 期 間：令和 6 年 10 月 24 日（木）から同年 12 月 26 日（木）まで 
  対話調査の実施：令和 7 年 1 月 22 日（水） 
 
２ 参加事業者数 
  ２社（参加事業者名は非公表） 
 
３ 対話調査の概要について 
  別紙のとおり 



北広島市職員住宅及び教職員住宅等の利活用に係るサウンディング型市場調査
● 事業者の提案内容

質問項目 A社 B社

1

１　参考1に示した周辺環境等（駅西口事業やBPの
開発計画との関係性）

住環境という面では申し分ない地域にあるが、今
後のUR都市機構の建物存続期間やその後の土地利
用が懸念される。駅西口周辺エリア活性化事業や
北海道ボールパークＦビレッジの開発計画につい
ては、居住するうえでの１つのステータスになり
うるものの、居住者にとって直接の要因にはなら
ないと考える。

駅西口周辺エリア活性化事業や北海道ボールパー
クＦビレッジの開発計画により、まちの魅力が発
揮され、北広島市への定住意識の喚起につながる
と考える。そのためには住居という受け皿が必須
である。

２　参考2に示した本市のまちづくりの方向性
緑あふれる景観の維持、通勤通学や買い物等の日
常的な移動が円滑にできるネットワーク形成およ
び商業施設の充実をはかるなど、利便性の高い地
区を造るという方向性は魅力的な基本構想であ
る。

「子育て世代の定住促進」、「多世代が集い、暮
らしやすい地区」、「地域コミュニティの維持向
上」の課題を解決したいと考える。

３　道央圏からみたポテンシャル
札幌市と隣接し、新千歳空港へも近いことから、
通勤通学にも利用可能なエリアであり、最大の魅
力と考える。

JR千歳線のライン上にある主要都市のなかでも、
北広島市のポテンシャルは大きく、また、北海道
医療大学の移転に伴う定住増加も見込みがある。
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１　既存の建物の活用事業や可能性
昭和53年築の物件で、旧耐震構造5階建てでエレ
ベーターもなく、リノベーションして貸し出すこ
とは考えにくい。

解体が望ましい。（再生と循環）

２　更地状態とした場合の活用事業や可能性
すべて戸建て住宅用地として宅地造成開発を行
い、分譲販売を検討。集合住宅については入居が
見込めないと考える。

分譲の注文住宅、建売住宅、賃貸集合アパート用
地として、住居系の建築整備を検討したい。

３　事業手法（事業スキーム、事業手法、資金計
画、スケジュール等） 開発行為による宅地造成にて、土地取得から1年以

内の完成・販売完了を進めたい。資金計画はすべて
金融機関からの借入を考えている。

市にて用地測量確定後に売却が望ましい。

４　地域との連携に関するご意見やご提案等

近隣自治会や小中学校への工事協力や、将来的に
は自治会への住民の加入もお願いしたい。

Fビレッジや駅周辺地区との一体的な連携も重要で
あり、タウンマネジメント（エリアマネジメン
ト）が重要と考えている。

ポテンシャルについて

調査対象市有資産の活用事業について



５　市（行政）に対する要望の有無や要望内容 開発行為において、内規で宅地面積が200㎡以上と
なっている部分について、昨今の若年層はあまり
大きい土地を希望していないことや、建築資材費
等の高騰により、1宅地あたり180㎡以上に変更し
ていただきたい。

現状有姿での売却が望ましく、解体費(公共単価試
算)を土地費用から減額していただきたい。また、
石綿が発生した場合の処理費用は市と協議した
い。

６　事業実施に当たり、想定される課題や懸念事
項。また、対応方法

現時点ではなし。
公募時期や契約時期などのスケジュールの見通し
が課題と考える。
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１　事業参入の可能性について

すべて宅地造成をして販売することで参入希望。
可能性はある。人口増加や若年層の定住促進を目
指したい。

２　複数の事業を検討している場合は、どの事業
に参入するのか

複数事業の検討はなし。
分譲の注文住宅、建売住宅、賃貸集合アパート用
地として、住居系の建築整備を検討したい。

３　事業に参入するための条件、課題や懸念事項
等がありますか。 宅地造成にて販売を計画しており、物件の規模を

考慮し、市で条件を付さずに一般競争入札による
入札を希望。

土地売却で検討をお願いしたい。スケジュールの
明確化を求む。
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事業実施による直接的な効果や、地域への波及効
果等

若年層を対象に販売することで、定住人口の増加
や幼稚園・保育園および小中学校の利用人数の増
加が見込まれ、市の税収増にもつながるという直
接的な効果が考えられる。定住増により消費活動
が活発化するなどといった間接的な効果も考えら
れる。

定住者の増加による税収の増加が見込める。ま
た、若年層に焦点を当て、企画開発、集客、販売
を行うことも可能であり、子育て向けのまちとし
て一体的な整備を行い、若年家族層の増加に伴う
地域活性化も考えられる。

事業効果について

事業への参入可能性について
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